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本日お伝えしたいポイントは次の４点です 

本日のポイント 

1 
金融イノベーションの潮流がますます激しくなっている中、経営者はこれを価値創出
の絶好の機会と捉え、積極的に対応していくことが望まれます 

2 
金融機関の経営者には、ステークホルダーへの価値創出を目指した、金融イノベー
ションに関する攻めのITガバナンスが求められています 

3 
ステークホルダーニーズを充足するため、ガバナンスプロセスを通して、7つのITガバ
ナンスの実現要素（イネーブラー）を確立し、持続的なITガバナンスを実現します 

4 
金融イノベーションの実現に向けた、管理プロセスの高度化や各イネーブラー確立
のイメージを具体的に示します 

FINANCE Forum 2016 3 



© 2016. For information, contact Deloitte Touche Tohmatsu LLC. 

金融イノベーションの潮流 
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金融機関を取り巻く環境ではイノベーション機会が生じています 

金融イノベーションの機会 

イノベーションの機会 

① 予期せぬことの生起 

② ギャップの存在 

③ ニーズの存在 

④産業構造の変化 

⑤ 人口構造の変化 

⑥ 認識の変化 

⑦ 新しい知識の出現 

大 

小 

（出所） イノベーションと企業家精神、2015年、P.F.ドラッカー著 

④ 産業構造の変化 

産業構造は、そのイネーブラー（実現を可能とするもの）
として、水や蒸気から、電気、コンピュータエレクトロニク
スへと進化し続け、さらに、クラウド、モバイル、ビッグ
データ、IoTなどのITが価値創出のイネーブラーとなるよ
うな、変革の時代に突入しています。 

③ ニーズの存在 

消費者や経済社会は、必要な時に必要な金融商品・
サービスを低コストで求めてきています。 

② ギャップの存在 

世界金融危機（リーマンショック）を契機に、各国当局に
よる規制や監督が金融機関の事業戦略や事業モデルに
守りの姿勢を求めるような影響を及ぼしています。これに
より、金融サービス水準と消費者を中心とする経済社会
のニーズのギャップが生じています。 

① 予期せぬことの生起 

規制に守られていた、決済、融資、投資、資本調達、保
険等のグローバル金融分野に、スタートアップ企業等が
参入し破壊的イノベーションを起こし始めました。 

確
実
度 
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金融イノベーションはいまや世界経済における重要なテーマです 

 World Economic Forumにおいて、「金融

サービスの将来」について論議され、その結

果を「いかにして破壊的イノベーションが金融

サービスの創造・提供・利用の方法を再定義

しているか」についてレポートにまとめられま

した。 

 原題： “The Future of Financial 

Services - How disruptive 

innovations are reshaping the way 

financial services are structured, 

provisioned and consumed,” June 

2015, World Economic Forum 

 レポートの中で、現在の金融イノベーションの

潮流は右図のようにまとめられています。 

金融イノベーションの潮流 

（出所） http://reports.weforum.org/future-of-financial-services-2015/ 

     World Economic Forumの許諾のもとThe Future of Finance Servicesレポートの一部を講演者が日本語化 
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金融サービスのあり方が根本から変りつつあります 

金融イノベーションの潮流 

サービス イノベーションの動き キーワード 

決済 
 新たな決済手段の登場  仮想通貨、P2P決済、モバイルマネー 

 キャッシュレス化  統合ビリング、モバイルペイメント、ストリームラインペイメント 

市場予測 
 システムの高度化・高速化 

 人口知能、機械学習、ディジタルニュース、ソーシャルメディア、
ビッグデータ 

 取引支援プラットフォームの登場  マーケット情報基盤、自動データ収集・分析 

投資管理 
 投資プロセスの次世代外注化 

 クラウドコンピューティング、高度化アルゴリズム、能力シェ
アリング、オープンソースIT 

 情報活用に長けた投資家増加  ロボットアドバイザー、ソーシャル投資、アルゴリズム投資 

資本調達  新たな資本調達基盤 
 仮想ファンディングスマート契約、クラウドファンディング、新

たなデューデリ 

融資 

 新たな融資手法の登場  P2Pレンディング、新たな融資判断手法 

 顧客の嗜好の変化 
 仮想化技術、モバイルバンキングの勃興、バンキング基盤

（銀行API） 

保険 
 保険バリューチェーンの分離 

 シェアリングエコノミー、自動運転車、ネット保険提供、ヘッジ
ファンド保険 

 機器と統合した保険ビジネス  IoT、高性能センサー、ウエアラブル 

テーマ 

基盤の 

ストリームライン化 

高付加価値活動の 

自動化 

仲介の削減 

データの 

戦略的活用 

ニッチ商品、 

特殊商品の提供 

顧客の 

プロシューマー 

（セミプロ）化 

（出所） http://reports.weforum.org/future-of-financial-services-2015/ 

     World Economic Forumの許諾のもとThe Future of Finance Servicesレポートの一部情報を講演者が日本語化 
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金融イノベーションの潮流には金融機関の価値創出機会が存在します 

金融イノベーションによる金融機関の価値創出 

金融イノベーションの潮流 金融機関の経営者の舵取り 

価値創出の機会 価値創出の担い手 
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価値創出のためのITガバナンスの重要性 
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金融機関の経営者は価値創出という期待に応える必要があります 
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金融機関の経営者は、イノベーションに対しても積極的に取り組み、価値創出というステークホ

ルダーからの期待に応える必要があります 

ステークホルダーニーズへの対応 

金融機関の経営者 

ステークホルダー 

バランス
を自律的
に判断 

従業員 経済社会 お客様 

価値創出 
への期待 

説明責任 
の遂行 

株主 規制当局 

不作為になっ
ていないか？ 

無謀や無駄な
ことをしていな

いか？ 効果 
リスク 

コスト 

イノベーションによる 

効果の実現 

イノベーションに伴う 

リスク＆コストの最適化 
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金融イノベーションを実現するためにはITガバナンスが必要です 

ＩＴガバナンスの必要性 

金融機関の経営者の舵取り 

事なかれ主義の無難な経営 
⇒長期的な企業価値の低下 

ステークホルダー 

 

Ｉ 
Ｔ 

ガ 

バ 

ナ 

ン 

ス 

の 

確
立 

組織・人材･プロセス等は 

そのままの単なる新技術導入 

⇒イノベーション効果が限定的 

新技術の利用によって生じる 
リスク・コスト・アーキテクチャ管理等 

の複雑化 ⇒非効率な経営 

目標設定とモニタリングの仕組み 
⇒受託者責任と説明責任の遂行 

各実現要素（イネーブラー）の確立 
⇒包括的な変革の実現 

管理プロセスの重点的な高度化 
⇒効果的な変革の実現 

ITガバナンス欠如による不都合 ITガバナンス確立による効果 
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ITガバナンスの潮流 
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守りの内部統制・リスク管理から攻めに転じる機運が高まっています 

金融機関の経営者を取り巻く環境の流れ 

金融ビッグバンによる金融の自由化 

リーマンショックによる金融行政の守り化 

コーポレートガバナンスコードの策定・公表 

守りの内部統制・リスク管理から 

 

攻めのITガバナンスへ 

1990年代 

2000年代 

2010年代 
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フレームワーク改訂の歴史が守りから攻めへの進化を物語っています 

攻めのITガバナンスフレームワーク COBIT 5  

事業体ITガバナンス（GEIT） 

COBIT 5 

ITガバナンス 

COBIT4.0/4.1 

マネジメント 

COBIT3 

コントロール 

COBIT2 

監査 

COBIT1 

2005/7 2000 1998 1996 2012 

Val IT 2.0 

(2008) 

Risk IT 

(2009) 

ス
コ
ー
プ
の
進
化 

（出所） COBIT 5の紹介 © 2012 ISACA® All rights reserved. 

 COBIT （Control OBjectives for Information and related Technology） は、非営利団体ISACAが提

供するITガバナンスためのビジネスフレームワークで、次のような進化をしてきました。 

 最新バージョンのCOBIT 5は、価値創出のための事業体ITガバナンスのフレームワークです。 
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COBIT 5ではCIOの視点からCEOの視点へとスコープが広がりました 

CEO視点の事業体ITガバナンス 

取締役会 

IT部門 

○
○
部
門 

○
○
部
門 

○
○
部
門 

○
○
部
門 

COO,CFO,CxO,・・・ CIOの視点（COBIT 4.1） 

ビジネス部門 

CEOの視点（COBIT 5） 

ITガバナンス 

事業体IT 

ガバナンス 

（GEIT） 

進化 

 COBIT 5では、ITガバナンスについて、CIOの視点からCEOの視点に進化しています。 
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事業体はそのステークホルダー価値を創出するために存在しています 

ガバナンス目標 

 事業体には多くのステークホルダーが関わる

ため、各ステークホルダーにとって「価値創出」

の意味は異なり、時に矛盾します 

 ガバナンスとは異なるステークホルダー間の

価値の利害を調整し、意思決定することです 

 各々の意思決定では、以下の事項を問う必要

があります 

 どのような効果が期待できるか？ 

 どのようなリスクがあるのか？ 

 どのような資源が必要とされるのか？ 

 効果、リスク、資源に関する意思決定を行う際

には、全ステークホルダーを考慮しなければな

りません 

ガバナンス目標：価値創出 

（出所）ISACA「COBIT® 5」（日本語版）、2012年、23ページ 

ステークホルダーの
ニーズ 

効果の実現 リスクの最適化 資源の最適化 

推
進 

ガバナンス目標：価値創出 
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ガバナンス実現要素「イネーブラー」で包括的アプローチを実現します 

イネーブラーとは COBIT 5における「イネーブラー」の定義 

 COBIT 5では、イネーブラーについて次のよう

に説明されています。 

 目標を達成するためには、相互に関連する

イネーブラーの集合を考慮する必要があり

ます。 

 プロセス（規程等）を整備するだけでなく、関

連するすべてのイネーブラーを確立し、そ

の結果として、実施状況や成果のモニタリ

ングが必要です。 

事業体のイネーブラーのカテゴリー 

（出所）ISACA COBIT® 5 （日本語版）、2012年、33ページ 

「イネーブラー」と呼ばれるITガバナンスの実現

要素により包括的なITガバナンスのアプローチ

を実現します。 

COBIT 5の７つのイネーブラー 

資源 

2. プロセス 3. 組織構造 
4. 文化、倫理、

行動 

5. 情報 
6. サービス、 

インフラストラクチャ、
アプリケーション 

7. 人材、スキル、
遂行能力 

1. 原則、ポリシー、フレームワーク 

イネーブラー 
ITガバナンスとITマネジメントの
機能に影響を及ぼす要因 
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ITマネジメントに加えガバナンスプロセスも定義されるようになりました 

COBIT 5 プロセス参照モデル 

事業体のITガバナンスのためのプロセス 
評価、方向付け、モニタリング 

EDM01 ガバナンスフ
レームワークの設定と

維持の確保 

EDM02  
効果提供の確保 

EDM03  
リスク最適化の確保 

EDM04  
資源最適化の確保 

EDM05  
ステークホルダーへの

透明性の確保 

整合、計画、組織化 

構築、調達、導入 

提供、サービス、サポート 

モニタリング、評価、 
アセスメント APO01  

ITマネジメント 
フレームワークの管理 

APO02  
戦略管理 

APO03  
エンタープライズアー

キテクチャ管理 

APO04 
イノベーション管理 

APO05  
ポートフォリオ管理 

APO06 
予算と費用の管理 

APO07 
人材の管理 

APO08 
関係管理 

APO09  
サービス契約の管理 

APO10  
サプライヤーの管理 

APO11  
品質管理 

APO12  
リスク 
管理 

APO13  
セキュリティ管理 

BAI01  
プログラムと 

プロジェクトの管理 

BAI02  
要件定義の 

管理 

BAI03  
ソリューションの特定と

構築の管理 

BAI04  
可用性とキャパシ

ティの管理 

BAI05  
組織の変革実現の

管理 

BAI06  
変更管理 

BAI07  
変更受入と 
移行の管理 

BAI08  
知識の管理 

BAI09  
資産の管理 

BAI10  
構成の管理 

DSS01  
オペレーション管理 

DSS02  
サービス要求と 

インシデントの管理 

DSS03  
問題管理 

DSS04  
継続性 
管理 

DSS05  
セキュリティ 

サービスの管理 

DSS06  
ビジネスプロセスの 
コントロールの管理 

MEA01  
成果と整合性の 

モニタリング、評価、 
アセスメント 

MEA02  
内部統制システムの 
モニタリング、評価、 

アセスメント 

MEA03  
外部要求への 

コンプライアンスの 
モニタリング、評価、 

アセスメント 

事業体のITマネジメントのためのプロセス 

（出所） COBIT® 5 Implementation日本語版, 77ページ 
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価値創出のためのITガバナンスモデル 
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目的や対象組織を意識して７つのイネーブラーを確立していきます 

ITガバナンスの構成要素 

Ｉ
Ｔ
部
門 

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
部
門 

ビ
ジ
ネ
ス
部
門 

全
社
（経
営
者
・Ｃ
ｘ
Ｏ
レ
ベ
ル
） 

企
業
グ
ル
ー
プ
全
体 

目的＝価値創出 

イ
ネ

ー
ブ

ラ
ー

 

目的＝価値創出 

ITガバナンスの目的は組織の「価値創出」（効果の

実現、リスクの最適化、資源の最適化）です。これ

は、経営者の持つ課題を解決するものであり、本

セッションでは「金融イノベーションの実現」となりま

す。 

対象組織 

ITガバナンスの対象範囲は、ケースによって、ＩＴ部

門、コーポレート部門、ビジネス部門、全社（経営

者、ＣｘＯレベル）、企業グループ全体、等が対象と

なります。 

実現要素（イネーブラー） 

ITガバナンスの目的を達成するために7つのイ

ネーブラーを確立していきます。 

原則・ポリシー 

プロセス 

組織構造 

文化・倫理・行動 

情報 

サービス・システム 

人材 
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事業体全体を包含するITガバナンスに取り組みます 

トーマツが提唱する事業体ITガバナンスモデル 
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事業体

推進・影響

カスケード（展開）

カスケード（展開）

カスケード（展開）

説明

集約

集約

集約

ステークホルダー

ガバナンス

マネジメント

イネーブラー達成目標の設定

人材サービス・システム情報

文化組織構造プロセス

原則・ポリシー

E：評価

M：モニターD：方向付け

P：計画

B：構築 R：運用

M：モニター

ITの

視点へ

マーケット（社会）

価値創出状況のモニタリング

効果の実現 リスク最適化 資源最適化

事業体達成目標のモニタリング

財務 顧客 内部 学習と成長

IT達成目標のモニタリング

財務 顧客 内部 学習と成長

IT達成目標の設定

財務 顧客 内部 学習と成長

事業体達成目標の設定

財務 顧客 内部 学習と成長

イネーブラー達成目標のモニタリング

人材サービス・システム情報

文化組織構造プロセス

原則・ポリシー

価値創出ニーズ/状況の評価

効果の実現 リスク最適化 資源最適化

イネーブラーの整備

人材サービス・システム情報

文化組織構造プロセス

原則・ポリシー

イネーブラーの運用

人材サービス・システム情報

文化組織構造プロセス

原則・ポリシー

事業体全体の

視点

個別ガバナンス

領域の視点

受
託
者
責
任
の
遂
行

説
明
責
任
の
遂
行

価値創出の方向付け

効果の実現 リスク最適化 資源最適化

経営
理念

経営
戦略

IT
戦略

実現
戦略

IT
報告

経営
報告

統合
報告

全体

ガバナンス

IT

ガバナンス

整合

リスク

実現
報告

お客様 従業員規制当局 株主
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ステークホルダーニーズに基づき受託者/説明責任を果たしていきます 
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受託者責任（Fiduciary duty）と説明責任（Accountability）の遂行 

事業体 

ステークホルダー 

従業員 経済社会 お客様 株主 規制当局 

委
任 

説
明 

価値創出の 
方向付け 

事業体達成目標の 

設定 

IT達成目標の 

設定 

イネーブラーの 
計画 

価値創出状況の 
モニタリング 

事業体達成目標の 

モニタリング 

IT達成目標の 

モニタリング 

イネーブラーの 
モニタリング 

受
託
者
責
任
の
遂
行 

説
明
責
任
の
遂
行 

イネーブラーの 
構築 

イネーブラーの 
運用 

経営理念 

経営戦略 

IT戦略 IT報告 

経営報告 

統合報告 
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ガバナンスプロセスを通してイネーブラーを確立します 

イネーブラー確立の手順 

 

 

 

 

 

 

構築 
（Build） 

運用 
（Run） 

評価 
（Evaluate） 

ガバナンスドメイン 

マネジメントドメイン 

モニタリング 
（Monitor） 

計画 
（Plan） 

方向付け 
（Direct） 

モニタリング 

（Monitor） 

原則・ 
ポリシー 

プロセス 組織構造 文化 情報 
サービス・ 

システム 
人材 

（出所） COBIT® 5 日本語版, 38ページに基づき作成 

確立 
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イノベーションをガバナンスに組み込み持続的な変革を実現します 
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 新しい技術を金融イノベーションに結びつけるためには、技術の調査やアイデアの収集、アイデアの評

価、実施後のモニタリング等のイノベーション管理プロセスを確立することが必要です。 

 また、イノベーションの案件に関しては、通常の投資判断プロセスほど厳格でない投資判断プロセスを

設けるといったことも必要となります。プロセス以外にも、「失敗をいとわない文化の醸成」等、組織文

化の変革も必要となります。 

 このようなイノベーションのための環境整備は、経営者による強力な「方向付け」を必要とします。 

 

持続的な変革に向けたポイント 
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イノベーション管理プロセスにより必要なイネーブラーを確立します 

イノベーション管理プロセスの概要 

事業体の環境の理解 

 ビジネスドライバー、事業体の戦略 

 事業上の課題 

 イノベーションへの投資方針 

技術環境のモニタリング 

 新技術識別のための外部環境の調査 

 外部専門家の活用 

 内部メンバーのアイデアの活用 

イノベーションのアイデアの評価 

 実用までの所用期間、新技術固有のリ
スク、エンタープライズアーキテクチャと
の整合性等の評価 

 概念実証による課題検証 

イノベーション導入と利用のモニタリング 

 導入プログラムの中での評価 

 イノベーション計画の修正 

 イノベーションの利用による価値の評価 

（出所） COBIT® 5 Enabling Processes日本語版 APO04部分に基づき作成 
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環境整備 

 アイデアを評価する意思決定方針 

 投資効果評価プロセス 

 イノベーション対応組織体制 

 イノベーションを奨励する組織風土 

 リスク選好、予算、目標、モニタリング 

 イノベーションインフラ構築 

 褒賞、ローテーション、自由裁量時間 
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イノベーションによる価値創出のためのイネーブラー確立例 
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必要なイネーブラーを確立し価値創出を実現します 

7つのイネーブラーの確立例 

イネーブラー イネーブラー確立例 

1 原則・ポリシー 
 価値創出のための指針となる原則やポリシーを明文化し、事業体内で共有します。 

 すべてのイネーブラーはこの原則やポリシーで構成されるフレームワークに従い確立していきます。 

2 プロセス 
 イノベーション管理プロセスを確立します。 

 イノベーション実現に必要な管理プロセスを高度化します。 

3 組織構造 
 イノベーションを担う組織を設立/明確化し、関連部門を含めイノベーションの役割と責任を定義します。 

 外部組織との連携（人材確保、外部委託、提携、買収、経営統合、合併等）を計画し実行します。 

4 文化 
 チャレンジ精神を醸成するような行動規範を策定し、部門横断研修等により共有します。 

 アイデア創出・実現の「場」の整備、報奨制度による褒める文化などイノベーション文化を醸成します。 

5 情報 
 イノベーションに関する技術動向や規制要件など外部の情報をタイムリーに把握し組織知とします。 

 イノベーションに関する達成目標とモニタリング、ガバナンスとマネジメントの情報を円滑に循環させます。 

6 
サービス・シス
テム 

 お客様やマーケットが望むイノベーティブな新しい金融商品やサービスを創り出します。 

 それらを実現するための基盤システムやアプリケーションシステムを開発/調達し、運用します。 

7 人材 
 イノベーションを実現するために必要な知識やスキルを定義します。 

 必要な人材を確保するため、社員の育成やローテーション、社外人材の調達を計画し、実行します。 
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イノベーションによる価値創出のため管理プロセスを高度化します 

重点的に取り組むべきプロセス 

事業体のITガバナンスのためのプロセス 

評価、方向付け、モニタリング 

EDM01 ガバナンスフレーム
ワークの設定と維持の確保 

EDM02  
効果提供の確保 

EDM03  
リスク最適化の確保 

EDM04  
資源最適化の確保 

EDM05  
ステークホルダーへの透明

性の確保 

整合、計画、組織化 

構築、調達、導入 

提供、サービス、サポート 

モニタリング、評価、 
アセスメント APO01  

ITマネジメント 
フレームワークの管理 

APO02  
戦略管理 

APO03  
エンタープライズアーキ

テクチャ管理 

APO04 
イノベーション管理 

APO05  
ポートフォリオ管理 

APO06 
予算と費用の管理 

APO07 
人材の管理 

APO08 
関係管理 

APO09  
サービス契約の管理 

APO10  
サプライヤーの管理 

APO11  
品質管理 

APO12  
リスク管理 

APO13  
セキュリティ管理 

BAI01  
プログラムと 

プロジェクトの管理 

BAI02  
要件定義の 

管理 

BAI03  
ソリューションの特定と

構築の管理 

BAI04  
可用性とキャパシティ

の管理 

BAI05  
組織の変革実現 

の管理 

BAI06  
変更管理 

BAI07  
変更受入と 
移行の管理 

BAI08  
知識の管理 

BAI09  
資産の管理 

BAI10  
構成の管理 

DSS01  
オペレーション管理 

DSS02  
サービス要求と 

インシデントの管理 

DSS03  
問題管理 

DSS04  
継続性 
管理 

DSS05  
セキュリティ 

サービスの管理 

DSS06  
ビジネスプロセスのコ

ントロールの管理 

MEA01  
成果と整合性の 

モニタリング、評価、 
アセスメント 

MEA02  
内部統制システムの 
モニタリング、評価、 

アセスメント 

MEA03  
外部要求への 

コンプライアンスの 
モニタリング、評価、 

アセスメント 

事業体のITマネジメントのためのプロセス 

＜凡例＞ 

（出所） COBIT® 5 Implementation日本語版77ページに基づき作成 

重点確立プロセス 
高度化が必要な 

重要プロセス 

 

プロセス 

イノベーション管理プロセスを確立します。 

 

イノベーション実現に必要な管理プロセスを高度化します。 
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イノベーションを担う組織を社内に作り外部組織と連携していきます 

組織構造イネーブラーの確立例 

【確立例】 

 IT部門内にイノベーション組織を設定します。 

 外部ITベンダーやスタートアップ企業などとの業務委託や合併・買収・投資なども検討します。 

 小規模の金融機関については、同様の戦略を持つ他の金融機関との提携、経営統合なども選択肢として考えます。 

ビジネス部門  

IT部門 

 

 

 

 

ビジネス部門 

ビジネス部門 

イノベーション
組織 

他の金融機関 

ITベンダー等 

スタートアップ企業等 

業務委託、合併、 

買収、投資等 

提携、経営統合、合併等 

金
融
機
関 

 イノベーションを担う組織を設立/明確化し、関連部門を含めイノベーションの役割と責任を定義します。 

 

 外部組織との連携（人材確保、外部委託、提携、買収、経営統合、合併等）を計画し実行します。 

【対応方針例】 

 金融機関の不足するスキル・知識を補うもの 

 ⇒業務委託で対応 

 金融機関本体の業務に付加価値をつけるもの 

 ⇒合併して本体へ取り込む 

 金融機関関連業務として独立性を保ちたい 

 ⇒待ち株会社に買収させるが合併は行わない 

 将来性を感じるが興味深いと思う程度 

 ⇒ベンチャーキャピタルを通じて若干の出資に 

   とどめる 

組織構造 
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チャレンジ精神を組織に埋め込みイノベーション文化を醸成します 

文化イネーブラーの確立例 

【確立例】  

 各種施策により金融イノベーションを通じた価値創出の組織文化を作り上げます 

イノベーション行動規範の策定・部門横断研修実施 

（失敗をいとわないチャレンジ精神の醸成） 

フューチャーセンターの設置 

（アイデア創出・実現のための「場」） 

イノベーション報奨制度の導入 

 （褒めて育てる人材育成） 

 チャレンジ精神を醸成するようなイノベーション行動規範を策定し、部門横断研修等により共有します。 

 

 アイデア創出・実現の「場」の整備、報奨制度による褒める文化などイノベーション文化を醸成します。 

文化 
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まとめ 
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ITガバナンスにより金融イノベーションの機会を価値創出につなげます 

 金融機関を取り巻く環境ではイノベーション機会が生じています 

 守りの内部統制・リスク管理から攻めのITガバナンスに転じる機運が高まっています 

 ステークホルダーニーズに基づき受託者責任と説明責任を果たすことがITガバナンスとして重要です 

 金融イノベーションの実現に必要なプロセス、組織構造、文化、人材等を包含した取り組みを行い、事

業体全体としての継続的な変革を実現します 

 

まとめ 

金融イノベーションの潮流においてITガバナンスに主体的に取り組み、お客様、株主、従業員、規
制当局、経済社会等のステークホルダーへ金融機関として価値を創出・提供することが重要です 
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ご清聴ありがとうございました 

 大手銀行でのシステム企画・開発の経験を生かし、

システム監査、セキュリティ監査、個人情報保護・情

報セキュリティ・ITガバナンスなどの管理態勢構築支

援ほか各種アドバイザリー業務を担当。 

 公認情報システム監査人（CISA）、公認内部監査人

（CIA）、公認情報セキュリティマネージャー（CISM）、

大阪府立大学大学院非常勤講師、ISACA大阪支部

会長。 

 

 大手損害保険会社でのシステム企画・開発・運用・

システムリスク管理・ITガバナンス等IT全般に関わる

幅広い経験を生かし、価値創出のためのITガバナン

ス態勢構築支援・助言サービスを提供。 

 公認情報システム監査人（CISA）、技術士（情報工

学部門）、システム監査技術者 

大阪会場 東京会場 

有限責任監査法人 トーマツ 

関西アドバイザリー部 

シニアマネジャー 石井秀明 

hideaki.ishii@tohmatsu.co.jp 

有限責任監査法人 トーマツ 

金融インダストリーグループ 

シニアマネジャー 稲葉 裕一 

yuichi.inaba@tohmatsu.co.jp 
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